




鈴 木 江 理 子
2019 年末、中国武漢市で確認された原因不明の肺炎は、後に COVID-19（新
型コロナウイルス感染症、以下「コロナ」）と名付けられ、世界の「日常」を
大きく変えている。日本も例外ではなく、2020 年 2 月 13 日、国内初の死者
が確認されて以降、自粛による経済活動の停止や学びの中断、移動の制限な
ど、人々の暮らしに甚大な影響を及ぼしている。同年 5 月 23 日に、最初の緊
急事態宣言がすべての都道府県で解除された後も、第二波、第三波の到来、
感染力の強い変異種の国内確認など、いまだ出口の見えない困難に直面して





すでに 2020 年 3 月 26 日、国連特別報告者らは、「コロナ対策に例外があっ
てはならない――“誰もが人命救助を受ける権利がある”」という声明を発表



















打撃は深刻である。総務省「労働力調査」によれば、2020 年 11 月の就業者
数は 6,707 万人で、4 月以降 8 か月連続で前年同月を 50 万人以上、下回って
いる。これに対して、11 月の完全失業率は 2.9 ％（季節調整値）、完全失業者













































留学生は、政府の「留学生 30 万人計画」（2008 年 7 月）や定員割れに悩む
大学等の思惑にも後押しされ、近年急増している（2011 年度：163,697 人→







































































































































































































＊ 本稿は、第 93 回日本社会学会大会日中ジョイントセッション（2020 年 11 月 1 日）
での報告をもとに作成した。
（すずき えりこ・教授）
